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第３回 第２給食センター（仮称）整備計画検討委員会 議事録 

 

 

１ 開催概況 

 (1) 日   時：平成 25 年１月 28 日（月） 10:00～11:15 

 (2) 場  所：福岡市役所本庁舎 15 階第４会議室 

 (3) 出席委員：竹下委員長、松田副委員長、藤本委員、大石委員、渡辺委員、竹田委員、 

木原委員、林委員、髙嶋委員、桑田委員（以上 10 名） 

(4) 傍聴者数：12 名 

 

２ 議事録（要旨） 

(1)  傍聴人の定員   

  細目に基づき、12 名の傍聴が認められた。 

 

(2)  議事の進行   

   議題２（非公開）、議題１、議題３～５の順に審議するとされた。 

  

(3) 議題１．基本仕様等について 

   配付資料に基づいて事務局から説明があり、委員から次の意見等があった。 

（委 員）先日、グレープフルーツやその他の柑橘類がてんかんの薬に影響を与えるという話

があった。食物アレルギーへの対応だけではなく、薬を服用している生徒児童へ対し

て、除去食や代替食を提供することを検討できないか。 

（事務局）てんかんの薬を服用している生徒児童へ配慮して、グレープフルーツの提供を控え

ていたが、その他の柑橘類にも同様の作用があるとのことであった。どのような対応

が必要なのか、今後調査し、配慮できるところは配慮していきたい。 

（委 員）薬に対する影響は、摂取量にもよる。医療施設では、基本的にグレープフルーツは

提供しないが、その他の柑橘類は、それほど厳しく取り扱っていないのが現状である。 

（委 員）施設整備・運営の基本仕様のうち、第１給食センターとの相違点は何か。 

（事務局）ウ．食育に資する望ましい給食環境の整備について、食育研修室を整備しないこと

と、全工程見学通路ではなく、調理室を見ることができる通路または部屋を設置する

ことである。 

（委 員）調理室を見ることができる通路または部屋から、どの程度の作業内容を見学するこ

とが可能か。 

（事務局）煮炊き調理室などでの調理作業を見ることができる程度と考えている。福岡市の現

給食センターや検討委員会で視察した久留米市中央学校給食共同調理場をイメージし

てもらうとよい。 

（委 員）施設内で残渣の再生利用は行わないのか。 

（事務局）第１給食センターと同様に、施設内での残渣の再生利用は検討していない。 

（委 員）残渣の再生利用を施設内で行うのか、施設外で行うのかについては、今後も検討の

余地を残しておくべきである。 

（委 員）カ．環境不可の低減について、新エネルギーの具体的な設備や再生可能エネルギー
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についての記載など、より積極的に取り組む姿勢を示せないか。     

（事務局）具体的な設備については、今後検討していくなかで、市が要求水準書等に明記する

か、事業者提案とするかの判断をしていく。 

（委 員）環境に関する設備などは日々急速に進歩しており、数年で状況が大きく変わる可能

性があるため、新エネルギーよりもその対象が広がる再生可能エネルギーと記載を変

更した方が良いと思う。 

（委 員）事業用地の隣地の用途は決まっているのか。 

（事務局）現時点では、決まっていない。 

 

(4) 議題２．ＶＦＭの算定について（非公開） 

 

 (5)  議題３．事業手法について   

 配付資料に基づいて事務局から説明があり、委員から次の意見等があった。 

（委 員）ＰＦＩ（ＢＯＴ）方式において、緊急時対応に制約がでる可能性とはなにか。 

（事務局）たとえば大きな災害など想定外のことが起きた場合、福岡市が施設を所有している

と、市の責任において何かを行おうとしたときに実行に移しやすい。施設が事業者の

所有となると、まず、相手に権利があるので、最終的には実行できるかもしれないが、

緊急の対応が行いにくい可能性がある。 

（委 員）施設の所有権を持つことは、その施設に対する支配権を留保することであり、何が

起こるかわからない緊急時においての保険と考えればよい。 

（委 員）給食センターの先行ＰＦＩ事例のうち、ＰＦＩ（ＢＯＴ）方式を採用している事例

は何件あるのか。 

（事務局）仙台市と千葉市で各２件の４事例のみである。 

（委 員）本委員会としては、定量面や定性面を比較した結果、ＰＦＩ（ＢＴＯ）方式が最適

であると意見する。 

 

 (6)  議題４．維持管理・運営期間について   

配付資料に基づいて事務局から説明があり、委員から次の意見等があった。 

（委 員）４月の供用開始が一般的で、福岡市のような９月の供用開始はイレギュラーと思っ

ていたが、そうでもないようだ。   

（委 員）１５年を超えている例は少なく、大規模修繕の前で事業期間を終了させるという考

え方は理解できる。 

（委 員）第１給食センターでは、十分に検討を行い、１４年７ヶ月と決定した。全国の先行

事例と比較しても、１４年７ヶ月は妥当ではないかと思う。 

 

(7)  議題５．事業スケジュール等について   

 配付資料に基づいて事務局から説明があった。 

 


